第１号様式（第５条関係）

大磯町肥料価格高騰緊急支援補助金交付申請書

　　年　　月　　日

（提出先）
大磯町長　殿


取組実施者名　
住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名

　大磯町肥料価格高騰緊急支援補助金交付要綱第５条の規定により、補助金の交付を受けたいので関係書類を添えて申請します。
	補助申請額
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	添付書類
	・取組計画書（第２号様式）
・国及び県補助事業の取組計画書及び採択通知書の写し
・国及び県補助事業への申請に際し、農業者が取組実施者に対し提出した化学肥料低減計画書の写し
・国及び県補助事業への申請に際し、農業者が取組実施者に対し提出した肥料の注文書及び領収書又は請求書の写し
・誓約書（第３号様式）
・その他町長が必要と認める資料











第２号様式（第５条関係）

取組計画書
	秋用肥料分
	春用肥料分
	年間

	
	
	







（注）該当するものに〇を付けること

第１　取組実施者の概要
	
取組実施者名
	


	
代表者の役職・氏名
	


	
取組実施者の住所
	〒



	
事業担当者の連絡先




	
所属・役職・氏名
	


	
	
電話番号
	


	
	
E-mail
	




第２　参加農業者の概要
　別紙のとおり
	参加農業者数（件）

	



第３　所要額

　　　　　　　　　　円（秋用肥料分/春用肥料分/年間）
　　（注）括弧内はいずれかを選択すること



（別紙）
	参加農業者名簿
	
	
	

	No.
	参加農業者
	補助予定額（円）

	
	氏名
又は
法人・組織名
	住所
	秋用肥料
	春用肥料
	補助予定額合計

	
	
	
	当年の肥料費
	補助予定額
	当年の肥料費
	補助予定額
	

	　
	
	
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	集計
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第３号様式（第５条関係）
誓　約　書
　　

私は、大磯町肥料価格高騰緊急支援補助金の交付を申請するに当たり、下記の内容について、誓約します。この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議を一切申し立てません。

１．大磯町肥料価格高騰緊急支援補助金交付申請書（第１号様式。以下「申請書」という。）の記載内容及び添付書類の内容に偽りはありません。これらの内容に偽りがあることが判明した場合は、補助金の返還に応じます。
２．法人税法（昭和40年法律第34号）に規定する公共法人ではありません。
３．風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122号）に規定する性風俗関連特殊営業及び当該営業に係る接客業務受託営業を行う者ではありません。
４．宗教上の組織又は団体ではありません。
５．政治団体ではありません。

（大磯町暴力団排除条例に係る事項）
☐　当団体
☐　当法人　は、次の１及び２のいずれにも該当せず、将来においても該当しないこと
を誓約します。また、当方が次の１に該当しないことを確認するため、当方の個人情
報について、大磯町が神奈川県警察本部へ情報提供することに同意します。
１　補助金の申請者として不適当な者
　　誓約者（法人の場合にあっては、当該法人の役員等（別紙に記載された者）を含む。）が大磯町暴力団排除条例（平成24年大磯町条例第７号）第２条第２号から第５号までに掲げるもの（暴力団、暴力団員、暴力団員等又は暴力団経営支配法人等）のいずれかに該当する者又はこれらの者と密接な関係を有する者であること。
２　公序良俗に反する使用等
　　対象の事務所について、暴力団若しくは法律の規定に基づき公の秩序を害するおそれのある団体等であることが指定されている者の事務所若しくはその他これに類するものの用に供されており、又はこれらの用に供されることを知りながら、第三者に賃貸すること。

年　　月　　日

氏名（法人等にあっては法人の名称及び代表者氏名）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
別紙（法人の場合のみ記載）
役員一覧例

	役職名
	氏名 (ふりがな)
	性別
	住所
	生年月日（和暦）

	代表取締役社長
	大磯 (おおいそ)　花子 (はなこ)
	女
	神奈川県中郡大磯町東小磯183番地
	平成２年１月１日

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


備考　本様式には、法人登記の現在事項全部証明書に記載されている役員（支配人が契約を締結する場合には、その者を含む。）全員を記載すること。
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